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1．　研究の目的

　わが国の多国籍企業における管理会計，とりわけ業績評価およぴ国際振替価

格の領域においては，相当の研究がなされてきた｛1〕。その方向は，単に使用さ

れている業績評価指標および国際振替価碕を調査するものか阜，多国籍企業の

藪略に注目し，戦略と整合するような管理会計手法をレ三かに選択していくかと

いう議論へと発展してきている。この場合，海外事業戦略としてはBartlettと

Ghosya1［1989］の類型が使用されることが多かった〔2〕。Bart1ettとGhosyal

が肋棚蜘gλ㈱3肋d㈱を発行してから1O年が経過し，その闇に多国籍企

業をとりまく経営および経済環境は大きく変貌を遂げつつあり，これに伴って

企業の海外戦略も変化してきている。彼ら自身も，その後類書［1995］および

改訂版［1998］を執筆してこうした変化に対応しようとしている。彼らは，わ

が国の多国籍企業を彼らの言葉でグローバル傘業と定義したが，岩淵［1993．

1995］では日李企業g中にも，グp一バル，インターナショナルおよびマル

ティナショナルの特偉を傍せ持？トランスナショナル企業が相当数存在してい

ろこと幸実証し，その中でマネジメ！ト・コ1ントローノレにおける相違を明らか

にした。今日の状況に鐙みれば，多国籍企業が成功していくためにはトランス
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ナショナル的な性格を保持していくことが不可欠であり，多くの企業がこれを

達成していると考えても不思議ではない。岩淵氏による研究が1993年度のもの

であることから，21世紀に向けた多国籍企業の経営行動を考察するために新し

い動向を調査することが必要になってきた㈹。こうした理由により，基本的に

は1994年に筆者が行った調査に，戦略に関するいくつかの項目を加えて新たな

質問票調査を行った。調査期間は1998年9月I4日からユ0月5日である。調査対

象となったのは東証一部および二部の製造業を中心とした740社であり，その

うち141社より回答があり，有効回答は1ユ8社，有効回答率はユ5．9％であった。

2．　海外進出に関する一般的状況

　まず，日本企業の海外進出状況について概観することにしよう。連緒べ一ス

における海外売上高の規模を示したのが第1表である。

第1表連結べ一スにおける海外売上高の金額

①300億円以下 54社 45．8％

②300億円超　500億円以下 ユ2社 10．2％

③50C億円超　1，000億円以下 17社 1壬、4％

④1，000億円超3，000億円以下 2ユ社 17，8％

⑤3，000億円超　6，OC0億円以下 5社 迅、2％

⑥6，000億円超　9，000億円以下 3社 2，5％

⑤9，000億円超 6社 5．工％

ユ／8社

　回答企業のおよそ半分で，海外売上高は300億円以下になっているが，一方

で1，000億円を超える売上高を海外で獲得している企業も30％程度あることが

分かる。企業の規模が拡大するにつれて，海外売上高も大きく増加していくこ

ともあるため，連結売上高に対する海外売上高の割合を見ることも重要である。

この結果が第2表である。
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第、2表、連繕売上副こ対する海外売上高の割合
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①工0％以下 30社 25．4％

②ユ0％超30％以下 52一社 44．1％

③30％超50％以 21社 且7，8％」

④50％超70％以下 ユユ社 9．3％

⑤70％超 4社 3．4％

合　　計、 ！18社、

最頻値は10％超30％以†であり，月本市場を主とし卒がら最大3割程度を海

外市場に依存している状況であ㍍この状況がさらに進み，3割を超える売上

高を海外で獲得している企業はおよそ30％程度であり，先の海外売上高1，000

億円超企業の割合と一致している。この水準になると海外戦略についての本格

的な考察をすべきである。70第を超える売上高が海外で獲得されているような

企業ではバもはや日本市場は市場ポートフォ1∫オのごく一部にすぎず，、グロー

バル・マーケットにおける生産・販売について最適戦賂を構築していく二ことが

不可欠となっていく。

　続いて，こケした海外売上席の状涜を，今後どのよう・に変化させていくのか

を調査した。巨本経済が今後∫かつてのような右肩上がりの成長を続けていく

ことは期待できない。とくに，’自動車，電機，化学などをぽじめ，」多＜の産業

では市場の成熟化が進んでおり，国内市場のみを対象としていることに限界が

生じている。だからといって，国内市場における不足分を海外市場に向けると

いった単純な解答は避けるべきであるし，海外市場に対してどのように接して

い＜のかについては，慎重に検討すべき商題である。

　第3表に示されているよう’に、一およそ3分のユ強の企業が，梅外充上高の割

合は今後5年間維持する一と答えていぢが．これを境に増カロ．させ器と↓た企業と．

滅少させるとした企業では，明らかに増加させるとする企業が多くなっている。

　さて，海外における売上高拡大の方向性は明らかになっているが，それをど
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今後5年間における海外売上高割合の変動

①現状の20％を超えて減少させる 1社 0．8％

②現状の10％超20％以内で減少させる 2社 ユ．7％

③現状の10％以内で減少させる 1社 0．8％

④現状で推移する 43社 36．4％

⑤現状の10％以内で増加させる 36社 30．5％

⑥現状のユ0％超20％以内で増加させる 17社 ユ4．4％

⑦現状の20％を超えて増加させる 17杜 14．4％

⑧その他 ユ社 0．8％

合　　　計 118杜

第4表 アジアにおける海外進出状況

平均値 標準偏差

①海外販売市場の獲得を目指して国内で生産し，海外販売子 3．6ユ 2．07

会社に輸出をする

②現地に工場を建て，主要部晶は日本から輸出して現地・近 3．62 1．93

隣国に販売

③現地に工場を建て，主要部晶は日本から輸出して現地・近 3，25 1．93

隣国・欧米・日本に販売

④現地に工場を建て，主要部品も現地で自社または子会社が 3．66 1．82

生産して現地・近隣国に販売

⑤現地に工場を建て，主要部品も現地で自社または子会社が 3．17 1．78

生産して現地・近隣国・欧米・日本に販売

⑥現地に工場を建て，主要部品は現地で自社・子会杜以外の 2．69 1．48

日本企業から貿い入れ組み立て現地・近隣国に販売

⑦現地に工場を建て，主要部品は現地で自社・子会社以外の 2．65 1，53

日本企業から買い入れ組み立て現地・近隣国・欧米・日本

に販売

⑧現地に工場を建て，主要部品は現地で現地資本企業から買 3．18 1．76

い入れて組み立て現地・近隣国に販売

⑨現地に工場を建て，主要部品は現地で現地資本企業から買 2．91 1．64

い入れて組み立て現地・近隣国・欧米・日本に販売
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　、蒔5表．欧米における海外進出状況
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平均値 標準偏差

①海外販売市場の獲倖を目指して国内で生産し，海外販売子 4，00 2．11

会社に輸出をする

②現地に工場を建で，主要部品は目本から輸出して現地・■近 3，04 1，82

隣国に販売

③現地に工場を建て，主要部品は目本から輸出して現地・近 2，60 ユ．47

・隣国・日本他に販売

④現地に工場を建て，主要部品も現地で自社または子会社が 3．35 ユ．93

生産して現地・近隣国に販売

⑤現地に工場を建て，主要部品も現地で自社または子会社が

生産して現地・近隣国・日本他に販売、

⑥現地に工場を建て，主要部品は現地で自社・子会社以外の 2，47 1，37

日本企業から買い入れ組み文て現地・近隣国に販売

⑦現地に工場を建て，・・主要部品は現地で自社・子会社以外の 2ヰ32 1．23
日本企業から買い入れ組み立て現地・近隣国・日本舶に販

売
⑧現堆に〕；場を建て，主要部晶は現地下現地資本企業から買　い入れて組み立亡現地・近隣国た販売

3．16 ．工，80

⑨現地に工場を建て，主要部品は曳地で現地資本企業から買 2．82 1；65

い入れて組み迎て現地・近隣国・日本他に販売

のように達威していくかについては様々な方策があり，基本的には輸出かある

いは海外生産に分類する一ことができる。そこで，一海外進出方法について輸出か

現地生産かを聞くとと。も。に，現地生産の場合にばさ、らに主要部晶の供給先およ

び製品の提供先について細分化して質問した。回答は全く1そめ通りであるを7，

全く違うを1とした7点リヅカートで表記している。

　アジアにおける状況で最も高k）平均値を示じ牟のはゴ現地生産かつ主要部品

も現地で自社または子会社が生産して現地および＝近隣国に販売するというもの

であっ；たが，それにして1も平均値がわずか乱66であり一，こづした状況を積極的

に肯定するものと判断はできないω。…．欧米におげる平均値の最高も国内生産品

を輸出するという状況の4，00であり、同様な結果どなろた二いずれの場合にも
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積極的に否定した状況（アジアにおける⑥および⑦ならびに欧米における③，

⑥および⑦）にも注意することが必要であろう。このことは，企業における海

外進出状況は必ずしもひとつに絞り込めるのではなく，事業や製晶によって異

なると考えることができる。事実，数多くの事業が存在しているので一律には

答えられないとした企業が数社あった。

　市場およびサプライヤーについて考えなければならないのは，進出してから

の年限である二当初から大規模な設備を投入し，手広く現地サプライヤーを集

めて地域に広く販売することは，かっては困難であることも多かった。進出し

てからの年限を経るに従って，こうした点は変化してくるのかもしれない。し

かし，今回のトヨタのヨーロッパ進出のように，当初からある程度のボリュー

ムを想定し，サプライヤーとともに現地へ移動するケースもあるし，インター

ネット等の情報・通信技術の発展によって，日本にいながらにして世界のサプ

ライヤーとアクセスすることも可能になった今日では，こうした従来の状況に

縛られた考えはむしろ危険かも知れない。この点については追加的な調査を行

うことが必要である。

3．　海外進出の戦略状況

　すでに述べたように，海外進出戦略については，数多くの研究がBa・t1ettと

Goshal［1988．1998］の見解に依拠してきた。そこでは，戦略特性としてグ

ローバル，マルティナショナル，インターナショナルおよびトランスナショナ

ルをあげ，今日のグローバル企業として勝ち抜いていくためには，最終的に他

の3つの性格を傍せ持つトランスナショナル型へと戦略が移行していかなけれ

ばならないことを説いていた。

　岩淵［1993，p．7ユ］は，日本企業の海外進出特性を調査し，調査企業のお

よそ36％をトランスナショナル企業と認定している。しかし，トランスナショ

ナル型が併せ持つ他の3つの特性は今日の経営においてはそのいずれもが不可
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　　第6表　多国籍企業の戦略特性
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組織の特徴 マルテイナショナル グローバル インターナショナル トランスナショナル

能力と組織 分権化され国別 中央集権化され コア・コンピタン 拡散，相互依存

力の配置 に自己充足 グローバル規模 シーの源泉は中央 専門化

集権その他は分散

海外事業の 現地の機会を感 親会社の戦略を 親会社のコンピタ 国別子会社毎に

役割 知して利用 遂行 ンシーを適用し， 役割を分け，世

拡大する 界業務を統合す

る

知識の開発 海外子会社で知 中央で知識を開 中央で知識を開発 共同で知識を開

と普及 識を開発し保有 発し保有 し海外子会社に移 発し世界中でわ

転 かちあう

〔出所：Bartlett，CA　and　S・Ghosya1、棚伽g物ん他∬肋d肌sec㎝d　edit］㎝，Harvard　B皿smess

　　School　Press，1998，p．75〕

欠であるため，海外活動を行う現代企業は大なり小なり3つの特性を有してい

ることが予測される。いまや，単純に生産や研究開発を一カ所に集中させて規

模の経済を生み出すことを目指す戦略だけでは，噛争に打ち勝つことはできな

い。現地の二一ズや規制などの情報を迅速に組み込んで製晶へと実現し，適時

に生産していくためのシステムの構築が不可欠になっているのであって，一これ

を実現するためには多くの点で海外子会社へ権限を委譲していぐことが求めら

れる。一方で，生産の効率化を図るためには，ある程度の集中化も無視できる

問題ではない。つまり，一定以上の規模で海外事業を遂行しようとする企業が

成功するためにはトランスナショナル的特性を保有していることを前提に，さ

らに，各種の差別化を達成するための独特な経営行動をとるという方向で考察

を進めていく二ことも可能である。一こうした観点から15の質問を行い，一これにつ

いて主成分分析を行ったく5〕。この結果，圃有値1を超える主成分は5つ検出さ

れ，それぞ松．次」のように解釈した。一
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第7表　海外戦略の主成分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　寄与率

第一主成分　親会社集中の技術・ノウハウ・R＆D　　　　　　　　　　　16％

第二主成分　生産，サービス，流通，コストにおける海外主導の差別化　　　32％

第三主成分　海外子会社の自律性　　　　　　　　　　　　　　　　　　45％

第四主成分　海外子会社の投資・R＆Dに関する意思決定権限　　　　　　57％

第五主成分　親会社による子会杜のコントロール　　　　　　　　　　　68％

　それぞれの主成分は，マルティナショナル，グローバル，インターナショナ

ルの特性に分散してお・り，第一羊成分でも寄与率が16％であることから，いず

れか特定の要素のみが強調されるものではないと解釈できる。第一主成分は技

術，ノウハウおよびR＆Dといった知識を親会社に集中して，海外子会社はこ

れを微調整して利用すべきであるとするインターナショナルの特徴を色濃く反

映するものであるが，本社集中の開発という要素が含められており，一部グ

ローバルの特徴も含んでいる。第二主成分は子会社が主導で差別化を進めるこ

とが重視されているマルテイナショナル的特性である。以下，第三主成分およ

び第四主成分はマルティナショナル，第五主成分はグローバルの特質を有して

いると解釈できる。

　Bart1ettとGhosha1がかつてグローバルであるとしたトヨタ自動車や松下電

器などのわが国の企業も，純粋にグローバル企業であるとは言えない状況に

なってきている。こうした分類においては必ず生ずる問題であるが，どこかに

特化した特質を持つというよりも，様々な特性を保有しつつその方向としては

マルティナショナル重視なのかグローバル重視なのかを考慮していく必要があ

るだろう。今回の調査でも，この点に着目して第1主成分と第2主成分に関し

て大規模ファイルのクラスタ分析を行った。

　この結果，知識の親会社集中が高い一方で子会社主導の差別化の程度も高い

企業が76社となり，全体の3分の2近い数になっている。また，クラスターW
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第1図　第ユ主成分および第2主成分のクラスタ分析
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R＆D，技術，ノウハウの親会社集中

において，第3主成分についてさらにクラスター分析を行ったところ，海外子

会社の自立性が高いと分類される企業は60社にも上っている。すなわち，！990

年代後半にいたって知識の親会社集中，子会社主導の差別化，子会社の自律と

いう要素は程度の多少こそあれわが国の企業における海外戦略として志向され

ていると解釈できるのである。また，技術力やノウハウを一括して管理する状

況は，単に本社で管琴するというよりも，親会社を含やた集申管理部門あるい

は企業であるという解釈も成り立つであろう。知識については，たとえばアジ

ア，北米，ヨーロッパで集中的に開発し，それ以外の生産，販売，流通につい

ては海外子会社に任せるという方向性が表れているのである。

　本稿の以下の部分・では，国際振替価格および子会社の業績評価といった諸点

に関する全体的な状況をこうしたクラスターu，皿および1Vで異なるかどうか

を検証していくこ」と．にする。、しかし，一方でトランスナショナルが基本となる

のであれば今後はその中でさらに戦暗特性を分割して議論することも必要に

なっていくであろう。
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4．　業績評価システムと指標

　海外事業に関する業績評価をどのように行うかについては，様々な議論がな

されてきている。原則として海外事業が持つ使命の遂行度を最も良く示す指標

を使用して業績評価のシステムを構築することが必要である。こうしたシステ

ムの構築方法は後に論ずることとして，まず，業績評価指標としての重視度を

7点リッカートで質問した結果が次の表である。

　かつて，論文執筆者は海外子会社の持つ使命を最もよく示すのは，マルテイ

ナショナル企業では利益に関する指標，グローバル企業では予算実績の比較で

第8表海外子会社の業績評価指標

平均値 標準偏差

①利益の対予算達成度 6．32 0．64

②売上の対予算達成度 6．07 0．72

③現地生産晶の品質 5．55 I．27

④売上高利益率 5．49 1．08

⑤現地の顧客満足 5．39 1．35

⑥売上数量の対予算達成度 5．22 1．17

⑦マーケット・シェァ 5，14 1．4ユ

⑧生産性の向上 5．14 1．28

⑨製造プロセスの改革 4．74 1．45

⑩現地の人材開発 4．69 1．34

⑪日本人管理者の人材開発 4．67 1．37

⑫日本の顧客満足 4．66 1，68

⑬現地における雇用 4．59 1．40

⑭投資利益率 4．54 1．37

⑮総資産利益率 4．52 1．29

⑯自己資本利益率 4．44 1．30

⑰残余利益 4，17 1．40

⑱現地政府との関係 4．08 1．38

⑲現地人の転職率 3，96 1．32

⑳新製品開発件数 3，74 ユ．45
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あると論じ，トランスナショナルでは，’評価基準は多岐にわたり，自律性およ

び全体戦略への整合へと向かわせる基準を使用すべきであることを論じた［小

畠・清水，1996，p．260］。ところが，実際には海外子会社の戦略遂行の過程

で，そのマネジメント・コントロールシステムは予算に大きく依存していると

いう事実がいくつかの企業でヒアリングを行った結果から分かってきた。また，

海外事業が立ち上げの段階にあると，まずは市場に浸透することが最も重要な

戦略的目標となるから，利益よりも予算売上高や予算数量の達成が戦略的目標

を写象する業績評価指標となるはずである㈹。今回の調査結果では，ユ983年に

発表されたChoiとC．echowic2の調査結果［1983コと同様，利益の予算達成

度が売上高および充上数量の予算達成度やマーケット．・、シェアよりも重視さ丸

る業績評価指標にとどまっている。また、’ChoiとCzechowiczの調査では上

位5項目には非財務指標はマーケット・シェァが入っているにすぎなかったも

のが，今回の調査では上位5項目に現地生産品の品質および現地の顧客満足と

いう項目が入っている。さらに上位10項目に・拡大すればChoiとCzechowicz

調査では11中4であったのが，今回はユ0申6項目にまで増加しており，とりわ

け現地の顧客，労働者などと、の関係を重視している結果が現れている。このこ

とによって直ちに日本企業がマルティナショナルとグローバルの栓格を併せ持

ち，トランスナショナルヘと変換したと結論づけるのは早計ではある。それに

Lても，1980年代における円高や口rカル・コンテンツなどの諸要因によって

後ろ向きの海外進出が助長されていた段階とは異なり，1990年代に入り国内需

要の低迷によって，本格的に海外市場で成長をしようとする傾向により，ここ

数年間に日本の多国籍企業の経営に大きな変化があっ、たとみなることはできよ

う。そこで，二先の3つのクラスターごとに，一業績評価の指標の重視度に相違が

あるかどうかを見てみることにした。

　それぞれのグラ」スダ∵の性格に鑑みれば，、クラスタH工では利益を中心とし

た業績指標が好まれるはずであるし，ニクラスタ∵mでは予算関連の指標が選択
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第9表クラスター毎の業績評価指標の相違

I
I

皿
I w

平均値標準偏差 平均値標準偏差 平均値標準偏差

売上数量の対予算達成度 5，00　　1．50 5．ユ9　　1．03 5，22　1．15料

総資産利益率 4，76　　1．68 4，62　　！．40 4，43　1．15料

自己資本利益率 4，41　　1．62 4，52　　1．36 4，41　1．18＊

現地の人材關発 5．O0　　1．17 4，8！　　0．87 4，75　1．33榊

現地の顧客満足 5，35　　1．46 5，57　　0．81 5，47　1．28＊

＊ユ0％有意　　料5％有意　　＊＊＊ユ％有意

されているはずである。また，クラスターIVは，両者に加えて非財務指標を多

く組み込んでいると考えられる。

　結果として，3つのクラスターにおける業績評価指標の重視度の違いに有位

な相違がみられたのは，第9表に示した指標であった。

　ここで，注目に値するのは，クラスターIVにおける各指標の重視度が他のク

ラスターと比較してそう高くはないということである。20の指標について，3

つのクラスター申1番重視度の高かった指標は，売上数量の対予算達成度，残

余利益日本人管理者の人材開発，日本の顧客満足であった。統計的に優位差

が見られたのは，このうち売上数量の対予算達成度だけであるが，それ以外の

多く㈹の指標はクラスターIで最も高い値を示しており，とりわけ，現地の顧

客満足以外の現地関連指標においては強い傾向を示している。さらに，第9表

にあるように，クラスター皿よりも重視度が低くなっているものも多い。これ

は，単一の指標を重視する姿勢がwについては薄れており，指標を統合した形，

あるいはここで掲げた以外の非財務指標等を利用して業績評価がなされている

ことも考えられる。一方で，本社の拘束を強く受けることなく製品を開発し，

販売しようとするクラスターIの企業においては，とくに現地における関心が

強く，これに関する指標を使用しながら，最終的には総資産利益率といった総

合的な指標で海外事業を評価していると推測される。一方，クラスターmでは，
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　　　　　　　　　　　第2図　多国籍企業のB　S　Cの概略

クラスターn　総資産利益率→現地の顧客満足→現地生産晶の晶質→現地の人事・雇用

クラスター皿11111益率＞l1111＜lllllン1帥11

クラ∵llll1率〉11l1寺撚1

本社の支配を強く受けており，本社が資本支配をしていることから，一自己資本

利益率を強く見る傾向がある。

　なお，ここで示した指標は単独で使用されるものではない。最終的な業績と

して確認していく指標と，その指標がどのように達成されていくかというプロ

セスとの因果関係を明らかにし，それぞれの指標に関して経営の因果連鎖を写

像するように組み上げたシステムを作り上げていく必要がある（・〕。このよう・な

システムは，例えばKaplanとNorton　［1996］が提唱したバランスト・スロ

ァカードに具体化されている。こうした因果違鎖を考えれば，企業の戦略目標

によって次のような因果違鎖を組み込んだ業績評価システムを構築していくご

とが求められる〔8〕。

5．　国際振替価格

（ユ）国際振替価格の決定要因

　国際振替価格の国際税務戦賂上における重要性は，移転価格税制の発展に

伴って失いつつある。しかしながら，これは国際振替価格が管理上の有用性を

失いつ？あると同義ではない。むしろ，企業のグローバル経営活動に伴い，こ

れを総合的に管理していく。ためにはその役割を増大させているといって良い。

これは，牛産される製品の特佳や物流の形態によづて・コストが大きく異なる

ことに帰因しており，二の点について着目して国際振替価格の重要性を説いて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　105



106 　　　早稲田商学第381号

第10表　国際振替価格の決定要因

平　均 標準偏差

①海外子会社の現地における競争力の確保 5．73 1．28

②連緒・非違結を含めたグループ企業の利益最大化 5，35 1，23

③海外子会社の利益の最大化 4．97 1．22

④各国の各種制度上の制限 4，79 1．36

⑤各国問の税制の相違 4．65 ユ、46

⑥親会社の単独決算べ一スでの刷益最大化 4，20 1．50

⑦連結・非連結を含めたグループ企業の納税額 3．79 1，35

⑧親会社の納税額 3，65 L38

いる論文も見られている｛9｝。国際振替価格の目的が異なることからその計算方

式が異なるというよりも，純粋にコストの異なる製品やサービスについて正確

な計算を行う必要性が強くなってきているとも言えるが，これと，本来の目的

との関連を見るために，いくつかの質問を行った。

　第10表は，国際振替価格設定時の要因について訊ねた結果である。重視の程

度が強い要因は，海外子会社の現地における競争力の確保および連緒・非連結

を含めたグループ企業の利益最大化であり，1994年に実施した調査［小畠・清

水，1996］（以下，1994年調査と略称）の結果と同様であった㈹。また、各国闘

における税制の相違も重視されているとはいえず，これも1994年調査と同様の

結果であって，大筋でこの5年間に大きな変化がありたとはいえない。この結

果を見る限り，税額を最小化する税務戦略を志向するというよりもむしろ，製

晶およびサービスの競争力を増加させ，これによってグループ企業の利益を最

大化させること，すなわち海外事業戦略の遂行をサポートすることを最も重要

な要因としていることが理解できる。こうした要因に関して，各クラスター毎

に相違があるかどうかを検定した緒果が第11表である。競争力の確保，グルー

プ企業の利益最大化および海外子会社の利益の最大化については，すべてのク

ラスターに共通の要素であると考えられる。各クラスター間の相違は，むしろ，

これらを達成するための方向の違いであるからである。
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第11表　クラスタ毎の決定要因における相違

10？

l
I

皿 w

平均標準偏差 平均標準煽差 平均標準煽差

海外子会社の現地における競争力の確保料＊ 5，67　1．68 5，22　1．40 6，00　0，78

違結・非連籍を含めたグループ企業の剰益最大化料＊ 6，00　1．00 5，26　1．15 5，30　1．ユ9

海外子会社の利益の最大化＊＊ 5，07　1．53 4，39　1．38 5．ユ5　1，01

各国の各種制度上の制限 5，27　1．71 4，63　1．38 4，791．23

各国間の税制の相違 4，80　1．82 4．6ユ　ユ．50 4．68L37

親会社の単独決算べ一スでの利益最大化 3，53　1．80 4，39　1．50 4，331．41

遵結・非運結を含めたグループ企業の納税額 4，00　1．69 3，83　1．34 3，77ユー30

親会社の納税額＊ 3，00　1．36 3，78　1．35 3．82L38

＊10％有意　　＊＊5％有意　　鰍ユ％有意

　結果として，海外子会社の現地における競争力の確保，連結・非連結を含め

たグループ企業の利益最大化，海外子会社の利益の最大化および親会社の納税

額について，各クラスター問で有意な差が生じていることが分かっている。

　海外子会社の現地における競争力の確保については，クラスターlVが重視の

程度が最も高く，クラスター皿が最も低い。これは，子会社主導の差別化の程

度が低い，すなわち，親会社が競争戦略の主導権を握っているため，必ずしも

現地における競争力を保持する必要がないと考える解釈が成り立つ。このこと

は，海外子会社の利益の最大化にも同様の解釈をすることができる。つまり，

クラスター皿の企業では，現地市場を対象とするのではなく，主として日本あ

るいは欧米などの市場を対象として，生産のための一部のみを海外子会社に移

管しているため，必ずしも現地市場で競争力を保有する必要はない。これに対

して，海外子会社主導で差別化を行おうとすれば，必然的に現地における競争

力を確保していかなければならない。さて，連結・非連結を含めたダループ企

業の利益最大化については，クラスター皿で最大の重視度となった。これは興

味深い結果であって，海外主導で差別化を行い，かつ知識は本社に集積してい

ない企業では，グループにおける利益最大化を強く意識していることになる。
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これは，クラスター皿で強く意識されていると考えられていたが，今回の調査

の緒果ではむしろ海外子会社がある程度の裁量を持って行動する企業では，こ

うした利益最大化を強く意識させることで部分最適化を回避するという傾向が

あると考えられる。

（2）国際振替価格の実態

　まず，振替財に関する市価の存在であるが，主要製品で同一製品に市価があ

る場合には36－47％程度であることが判明している。この比率の高かった地域

問は日欧聞および日亜聞であり，反対に日米問および欧米間では10％ポイント

ほど低くなっている。また，同一製品に市価はないが類似製晶には市価がある

第12表 主たる製品に関する調査結果

　　　　　（A）海外子会社と取引している主たる製品に関する市価の存否

　　　　　　　　　　　　　　　　　日米閻　　日欧間　　日亜間　　欧米閤

①同一製晶に対して市価がある　　　3636．O％4246．7％4846．2％2438．0％

②類似製晶の市価がある　　　　　　3636．O％2325，6％3230．8％！727．C％

③同一製品あるいは類似製晶とも　　3C30．O％2730．o％2826．9％2438．O％

　当該取引価格以外はない

　　　含計　　102社96社ユ02杜63社
　　　　　（B）海外子会社との間で使用している国際振替価格の種類

　　　　　　　　　　　　　　　　　日米間　　日欧間　　日亜間　　欧米間

①同一・類似晶の市価

②同］・類似品の修正市価

③原価

④原価加算利益（通常の利益）

⑤原価加算利益（通常の利益十20％以内）

⑥原価加算利益（通鴬の利益十20％超）

⑦原価加算利益（通常の利益一20％以内）

⑧原価加算利益（通常の利益一20％超）

⑨再販売価格

⑩その他

　　　合　　　計

15．2％

16．2％

3．0％

39．4％

7．1％

3，0％

2－O％

2，0％

20．2％

6．1％

99社　　　96杜

15，6％

14．6％

2．ユ％

36．5％

3、ユ％

2．1％

2．1％

2．ユ％

18，8％

6．3％

！2．7％

20．6％

4，9％

43．1％

7．8％

1，O％

2．0％

工、0％

17，6％

5．9％

亘垂　　〕垂

16．4％

！6．4％

3．6％

40．O％

3－6％

3．6％

3，6％

1．8％

25．5％

9．ユ％

ユ08
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　第13表　主たる部品に関する調査結果

109

　　　　　（A）海外子会社と取引している主たる部品に関する市価の存否一

　　　　　　　　　　　　　　　　　日米間　　日欧間　　日亜間　　欧米問

①同一部品に対して市価がある　　　3037．o％2634．7％3842．7％1g34，5％

②類似部品の市価がある　　　　　　2530．9％1722，7％2325．8％1527．3％

③同一部品あるいは類似部品とも　　3239．5％3445．3％3438．2％2341．8％

　当該取引価格以外はない

　　　合計　　81社75社89社55社
　　　　　（B）海外子会社との闇で使用している国際振替価格の種類

日米間 日欧間　　日亜間 欧米問

①同一・類似品の市価　　　　　　　　ユ里．5％　　16．7％1213．0％　917，3％

②同一・類似品の修正市価　　　　　　15．7％　　12．5％1415．2％　815．4％

③原価　　　　　　　　　　　　　　　　7．2％　　　5，6％　9　9．8％　4　7．7％

④原価加算利益（通常の利益）　　　　　　45，8％　　45．8％4ユ44．6％2038．5％

⑥原価加算利益（通常の縦十20％以内）　　　6．O％　　　5，6％　6　6，5％　3　5．8％

⑥原価加算利益（通常の利益十20％趨）　　　　エ．2％　　　1，4％　1　L1％　ユ　1．9％

⑦原価加算利益（通常の利益一20％以内）　　　2．4％　　　2．7％　1　1，1％　ユ　1．9％

⑧原価加算利益（通常の利益一20％超）　　　1．2％　　　1．4％　！　1．1％　1　1．．9％

⑨再販売価格　　　　　　　　　　　　15．7％　　16，7％ユ2ユ3．o％112L2％

⑩その他　　　　　　　　　　　　　　4二8％　　　5．6ヅ3　3．3％　2…3二8％

　　　合皿計　　　83社　72社　92社　52社

とした場合が26－36％となっており，日欧間および欧米問で低くなっている。

しかしながら，おおむね65－75％にっいて参考となる市価が存在しているとい

える。こうした傾向は主要部晶に関しても同様であり，同一部品に市価がある

場合は35－43％，類似部晶に市価がある場合が2373！％となっていて，参考と

なる市価が存在している場合は57－69％程度となっている。ただし，部品の場

合には製品よりもやや小さい値を示しており，汎用部品ではない特殊部品の存

在がこのような結果を引き起二していると想定することができ一る。

　こうした結果から，6－7割のケースで市価べ一スの国際振替価格を適用す

ることが可能である。ところが，」国際振替価格の種類について調査した結果で

は，、製品および都晶ともにおよそ・3割程皮しか市価べrスでの国際振替価格を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1C9
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使用していない。最も使用されている国際振替価格は，原価加算通常利益で

あって，製品ではおよそ40％が，主要製品では43％程度が利用している。また，

再販売価格も製晶では20％以上が利用しており，海外子会杜が販売子会社であ

る場合は再販売価格を適用する可能性が高いことを考えれば納得のいく結果と

なっている。

　さて，参考となる市価がありながら，市価をべ一スとせずに原価に利益を加

算する方法を国際振替価格として使用している点について注目してみたい。市

価と原価に通常の利益を加算した金額のいずれが高いのかについては調査して

いないため推測する他はないが，海外事業の目的に整合するためには，国際振

替価格として市価ではなく原価に利益を加算する方が望ましいと企業は考えて

いることが明らかになった。製品に関しては，市価がある場合には当該市価あ

るいは修正市価または再販売価格を使用する。仮に類似製品に市価が存在する

場含でも，振替製晶について機能および晶質などについて著しい相違がある場

合にはこれを修正することができる。しかしながら，こうした機能および晶質

の相違がどの程度価格に影響を与えているのかを合理的に算定することは困難

である場合が多いことは想定に難くない。また，類似製品あるいは同一製晶で

あってもマーケテイングの手法や流通チャネルなどに大きな相違があるために，

市価に対する修正額を算定できないというケースもある。こうした場合には市

価を使用するよりも原価を基準として，これに売上総利益を加える方法の方が

合理的となるケースが多い。また，部晶についてもこの点について考察してお

こう。近年の多国籍企業では，グローバルな最適調達を掲げ，汎用部品や原材

料については最も安価な提供先から購入するというシステムを構築している企

業が少なくない。原材料についてはこうした調達方法は可能であろうが，電

機・機械・自動車などの産業における主要都品では不可能である場合もある。

むしろ製晶に争力を確保するために，主要な部品について秘密になっている技

術などがある場合には対外的な調達および販売をさせないケースもある。最近
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の傾向は，海外の協力会社に主要部晶まで含めた一貫生産をさせる例も増加し

てきたものの，こうしたコア技術を利用した部品などについては市価を見いだ

すことは困難である。この場合には，原価に利益を加算する方法をとらざるを

得ない。さらに，たとえ比較可能な第三者閻取引があったとしても，それがそ

のまま関連者間の取引に使用できないことは明らかである。そもそも多国籍企

業は，グローバルなネットワークを構築することによって，第三者間の利益の

含計よりも大きな利益を獲得することを目的として設置されている。したがっ

て，多くの場合，「統合されていない二社の独立企業が，統合されている事業

体と同じような製晶について同じような機能を果たしている場合，独立企業側

は全体としてよりコストが高く，したがって関連者側と同様の収益性（営業利

益）を達成しているのであれば，より一グロスマージン（粗利益）が高いはずであ

るし，または同様のグ甲スマージンに対して利益水準が低い」ことになる［ヒ

ギンボサム・レビー・森，1999，p－20］。こうした点に鮮みれば市伊から

様々な調整を行うよりも，、原価に通常の利益を加算するかあるいは本調査では

明らかになってはいないが利益配分法を使用した方が経営管理上合理的である

と考えることができる。

　仮に利益を配分する場合あるいは原価に利益を加算する場合であっても，

マーケティングおよび流通などの非製造コろトの相違を明確に反映させなけれ

ばならない。この点を調査するために，国内における通常の販売と異なる状況

第14表

平均値 標準偏差

①地域別のマーケティング・コストの相違 唾．83 1．32

②地域別の製晶原価の相違 迅，73 1，40

③国際販売チャネル別のマHケテイジグーコストの相喜 4．68 1．34

④顧客別のマ｝ケテイング。コストの相違 4．52 1二37

⑤地域別の撃品原価・マーケテイング・コスト以外の費用 4，2ア 1．22

の相違

1ユ1
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が存在する場合，どういった点に注意を傾けているのかについて質問を行って

いる則。

　ここでは，地域別のマーケティング・コストについて関心がやや高いことが

分かっているが，国際販売チャネル別のマーケティング・コストの相違，顧客

別マーケテイング・コストの相違およびそれ以外の費用の相違についてはまだ

それほど関心が高いとは言えない。’しかし，実際にはこうした範囲の’コストが

大きく異なることは明らかであって，管理目的に有用な国際振替価格を設定す

るためにはこれらの要素を十分考慮することが必用である⑫。また，ここでは

有形資産の振替のみを対象としたが，無形資産の振替価格およびグループ内

サーピスに関する国際振替価格についても議論を加えていくことが必要であろ

う㈹。

　移転価格税制は，多国籍企業が独立企業よりも高い利益を当然に獲得すべき

であるという状況を想定してはいない。あくまでも第3者聞の，時として非効

率な状況を前提と考えている。これはまったく不適切であると言わざるを得な

い。適切な調整を行うためにも，企業が自らの費用構造を熟知し，正確な原価

計算を行うことが必要であるし，場合によってはAB　Cなどの手法を導入する

ことも求められよう。これは，事前確認制度を利用したいと考えている企業が

きわめて少数であることからも強調されるのである。

　　　　　　　　　　　第15表　事前確認制度への対応

①全製晶に共通の利益率について事前確認制度を受けてい 5 卑、5％

るか受ける予定である。

②製晶群別の利益率について事前確認制度を受けているか 6 5．5％

受ける予定である。

③事前確認制度を受ける予定はなく，製昆の原価あるいは 92 83．6％

利益のデータを詳細に説明できるようにしている。

④その他 7 6．4％

合　　　　計 110社

本稿は，文部省科学研究費奨励研究（A）課題番号09730102による研究成果の一都であるむ
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注ω　たとえば，宮本［ユ983，ユ989］，佐藤［ユ991］，会計フロンティア研究会［199壬］，伊藤［ユ995］，

　　清水エユ997］，吉田・柴［1997］などがある。

　12）BartlettとGhosyalの見解を管理会計に繕びつけた研究については，岩淵［1993］および小

　　畠・清水工1996〕に詳しい。

　13）まったく私的なことではあるが，よき友人であり優れた研究者であった岩淵氏が急逝されて1

　　年が経過した。本来であれば，彼自身がこの領域での研究を進めていたであろうことを考えると

　　残念であるという他はない凸心よりご冥福をお祈りする。

　（4）7，6および5をつけて積極的に肯定した企業の数を一覧すれば，以下のようである。ここか

　　らは，国内生産晶を輸出する方策が全社的に妥当するとした企業が最も多いことが分かる。しか

　　し，主要部品を現地資本企業から買い入れて現地生産するとした企業も相当あり，これらの企業

　　の動向に注目する必要があると考えている。

第16表　アジアおよび欧米における進出状況の詳細

アジア 欧米

7 6 5 合計 7 6 5 合計
① 5」 30 n 114 ① 且1 29 15 112

② 7 19 20 1ユ4 ② 3 15 13 112

③一 6 13 16 1ユ4 ③ 2 4 8 112　，

④ 4 18 24 ユユ4 ④ 5 17 17 ユユ2

⑤ 4 13 ユ3 114 ⑤ 3 11 14 ユ12

⑥ 1 5皿 10 1ユ4 ⑥ 1 2． ．6 1ユ2皿

⑦ 2 5 ユ0 114 ⑦ 1 1 4 112

⑧ 2 12 20 114 ⑧ 2 11 22 112

⑨ 2 6 ユ8 ユ14 ⑨ 3 3 17 112

15〕分析においてはSPSS統計パッケージを使用した。戦酪と管躍会計手法の関係などについての

　統計的分析は，岩淵正1993．1995］，Ch㎝hall　and　L盆㎎f1虐1d－S㎜洲　［1998］およびSMART研究

　会［1998．1999ab］などを参照した。

（6）小島によれば，本田技研のアメリカ進出のケFスでは，短期の収益性を考慮せず，市場占有率

　の向上と販売量の拡大が目的であり，r隼間目標はその期の利益ではなく販売台数であった」［小

　為，1999，p66］とされている旦

（7〕バランスト・スコアカHドにおける因果遵鎖については，清水工1998a］に詳しい。なお，マ

　ネジィント・ユントロHル・システムとして，今でも最も軍要僅が高いとされている予算につい

　て着干の追加質間を行った。その緒暴は次の通りである。
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渤7表　予算編成の状況について

①予算の総枠が本社から提示され，その後は子会社が編成。 0 0　％
編成された予算が本社に報告されることはない。

②予算の総枠が本社から提示され，その後は子会社が編成竈 10 8．5％

編成された予算は本ネ土に報告される。

③予算の総枠が本社から提示され，その後は本社と相談し 4 3．4％

ながら編成。

④予算の総枠は海外子会社からあげられた予算案を勘案し 3 2．5％

て本社が決定し，その後は子会社が編成。予算は本社に

報告されないむ

⑤予算の総枠は海外子会社からあげられた予算案を勘案し 68 57．6％

て本社が決定し，その後は子会社が編成。予算は本社に

報告される。

⑥予算の総枠ば海外予会社からあげられた予算案を勘案し 26 22．0％

て本社が決定し，その後は本杜と相談しながら編成。

⑦その他 7 5，9％

合　　　　　計 ユ18社

第18表　予算統制について

①本杜は海外子会社の予算統制は行っていない 7 5．9％

②売上高および各種利益の予算実績差異のみを報告させ， 34 28，8％

その原因を説明させる

③詳細な売上高・費用の予算実績差異を報告させ，その原 46 39，0％

因も説明させる。是正活動は子会社に任せる

④詳細な売上高・費用の予算実績差異を報告させ，その原 30 25，4％

因も説明させた上で本社でも分析を行い，是正活動を指

示する

⑤その他 4 3．4％

合　　　　　計 ユユ8社

　予算綴成では，基本的に①海外子会社予算案→②親会社総枠承認→③海外子会社編成→④親会

社へ報告という形が多い。また，②総枠決定後に③親会社と子会社が相談をしながら予算編成を

行う企業も20％程度ある。予算統制では，是正活動を親会社が指示する企業がおよそ工／4程度で

あり，それ以外は報告責任にとどめている右

ユ14
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｛81パランスト・スコアカードは，欧米では実務でとりあげられるようになってきているが。わが

　国においてはその関心度は高いものとはいえない。ただし，その必要性は認められており，バラ

　ンスト’・スコアカードを実現するソフトウェアが開発されることによって，一気に広がっていく

　ことも考えられる。

第19表　バランスト・スコアカードヘの取り組み

①従来の財務指標中心の業績評価システムで十分でありこ 12 10．2％

のようなシステムは必要ない

②従来の非財務指標中心の業績評価システムで十分であり O 0　％
このようなシステムは必要ない

③従来の財務・非財務指標混在型業績評価システムで十分 18 ユ5．3％

でありこのようなシステムは必要ない

④このようなシステムは必要であると恩うが，実現には 85 72．0％

至っていない

⑤このようなシステムは必要であり，現在構築中であるか 3 2．5％

準備申である

合　　　　　計 118社

19〕たとえば．KaplanとCooper正ユ998］，清水工1998b］がある

但o当時の決定要因は，①海外子会社の競争力の確保，②連結・非遵結を含めたグループ企業の利

　益最大化，③連結べ一スでの利益最大化，④海外子会社の業績評価，⑤海外の各種制度上の制限，

　⑥各国間の税制の相違，⑦本社の単独決算べ一スでの利益最大化であった［小畠・清水，1996，

　P．231］筥

ω　こうした問題点はABC／ABMを導入することで解決することができる［清水，1998b］。また，

　チャネル別のマーケテイング・コストの算定については清永工1998c］を参照されたい。

鯛　なお，先のクラスタ別に分散分析を行ってみたところ二地域別の製品原価の相違および地域別

　のマーケテイング・コストの相違に関して各クラスタ閻に優位な差が検出されている。

第20表　クラスター間の差異

地域別の製品原価の重視度燃 地域別のマーケテイング・ロストの重視度‡

平均値　療準偏差　　　　　　　　　　平均値　標準偏差

クラスタ皿　　5，31　　1，20

クラスタ㎜　　3．95　　L43
クラスタlV　　4，88　　1．32仙

クラスタlI　　5，56　　1．03

クラスタm　　4，68　　1，38
クラヌタ』V　　4．78　　工．28

宇10％宥意』榊5％有意　　宇榊1％有意
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　　いずれもクラスタ皿で重視度が高く，クラスタ皿で低くなっている。これは，それぞれのクラ

　スタ特性に鑑みれば当然の結暴であるが，それだけに，現地における差別化を進めようとする企

　業においてはこうした地域別のコストの相違を国際振替価格に反映させていくことが求められる。

㈹　グループ内サービスに関する国際振替価格は，0ECDの報告書［1997］に詳しい。グループ内

　サービスの申には，いわゆる本社費に含まれるものが多い。本社費の国際振替に関しては，次の

　ような結果が分かっている鉋

第21表本社費の国際振替

本社管理費 国際物流費 研究開発費 国際マーケティング費

①海外子会社に負担させない 79社72，5％ 55社53．8％ 68社6ユ．3％ 68社66．7％

②利用程度によって原価配賦 11　IO．1％ 24　23．5％ 13　11．7％
工
9 18．6％

③利用会社に対して原価に予め 8　　7，3％ 7　　6，9％ ユ2　ユ0、脇 8 7，8％

決定していた利益額を加算し

て徴収

④利用会社に対して市価を基準 3　　2，8％ 7　　6．9％ 5　　4．5％ 3 2．9飴

に算定していた価格を徴収

⑤すべての子会社に対して原価 4　　3、？％ 3　2．9琵 5　　4，5％
…
； 2．O％

を一律配賦

⑥その他 8　　7，3％ 7　　6，9％ 10　　9，O％ 8 7．8％

合 計 1ユ09社 ■！02社 ■111杜 一102社

一 巴 ＝ ＝

第22表　本社費の管理方法

本社管理費 国際物流費 研究開発費 国際マーケティング費

①原価の総額を集計をするにと 工4社王3，2％ 22社22－O％ 19社17．3％ 24社23．ユ％

どまり，特に管理していない

②費目別の集計を行い，予算で 88　83，0％ 6ユ　6ユ．0％ 71　関．5％ 66 63．5％

管理している

③地域，製品別等のセグメント ユ0　9．4％ ユ8　I8．0％ 3　2．7％
！
5 ユ4．脇

別原価集計を行い，原価管理

に役立てている

④ABC／ABMを使用してセグ 4　3，7呪 2　2．O％ 5　　4．5％ 1 1．O％

メント別の管理を行っている

⑥その他 3　2－8％ 4　4，O％ 3　2．7％ 5 4．8％

合 計 て疏 山ユoo社 凹！ユO社 一104社

＝ ＝ 宝 ＝

ユ16
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　今後，本社賓の国際振替に関する問題も増加すると考えられるが，その管理方法については未

、だ十分であるとはいえない。上記の4種類の本社費管理方法については，いまだ予算による管理

の域を出ておらず，ABC／ABMを使用した管理にまで今後踏み込んでいく余地が残されている。
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